（様式１）【補助金事務局２次公募提出用】

記入日：　　年　月　日
福島県知事
	郵便番号
	

	住所（都道府県
名から記載）
	

	
	

	名称
	
	

印

	代表者の役職
	
	

	代表者氏名
（姓／名）
	

	

	

	電話番号
	



令和２年度福島県中小企業施設設備等復旧補助金に係る申請書
　福島県中小企業施設設備等復旧補助金の交付を受けたいので、下記の書類を添えて申請します。
　申請書類の記載内容は真正であり、かつ、当社は、福島県中小企業施設設備等復旧補助金の交付を受ける者として、公募要領に定める「福島県中小企業施設設備等復旧補助金の交付を受ける者として不適当な者」のいずれにも該当しません。この誓約が虚偽であり、またはこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることになっても、異議は一切申し立てません。
また、申請にあたっては、公募要領に記載された「重要事項」（Ｐ.４～５）を確認し、その内容を十分に理解しています。
記
◇共通の書類
・応募者確認事項（様式２）
・再建計画書（様式３）
・見積書（写）（１００万円（税抜）以上、中古品購入の場合は相見積書も添付）
・補助金交付申請書（様式５）
・令和元年台風第１９号・２０号・２１号の罹災（被災）証明書（写）
・組合の場合は組合員名簿を添付ください。
※事業所名、従業員数、業種番号、業種名、資本金、代表者名、住所を記載すること。
・暴力団排除に関する誓約書（公募要領別紙１－１、１－２）
・債権者登録申請書（公募要領別紙２）及び通帳（写）
  ・納税証明書（写）
・その他必要書類・電子媒体（ＣＤ－Ｒ・ＵＳＢメモリ）等
◇法人の場合
・貸借対照表及び損益計算書（直近１期分）（写）
・現在事項全部証明書または履歴事項全部証明書（写し可）
◇個人事業主の場合
・直近の確定申告書（第一表、第二表、収支内訳書（１・２面）または所得税青色申告決算書（１～４面））または開業届（写）
※収支内訳書がない場合は貸借対照表及び損益計算書（直近１期分）を作成し提出
  ・住民票（写し可）








（様式２）【補助金事務局２次公募提出用】

＜応募者確認事項＞
名　称：　　　　　　　　　　


公募・採択等を行った、福島県中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業（令和元年台風１９号等）の公募で採択を受け（申請中を含む）、補助事業を実施した（実施しようとする）小規模事業者、中小企業者、中堅企業者は、これまでに実施した（これから実施しようとする）補助事業と異なる事業であれば申請可能です。なお、令和元年度被災小規模事業者再建事業（持続化補助金台風１９号型、持続化補助金台風１９号・２０号・２１号型）の採択を受けた小規模事業者は申請ができません。
全体を通して事業実施結果を踏まえた補助事業計画を作れているか、福島県中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業（令和元年台風１９号等）（申請中を含む）と比較し、明確に異なる新たな事業であるかを判断するため、本補助金事業応募時に、交付申請書・補助事業計画書の写しの提出が必須です。　

	令和元年度被災小規模事業者再建事業（持続化補助金台風１９号型、持続化補助金台風１９号・２０号・２１号型）の採択・交付決定を受け、補助事業を実施する・した小規模事業者か否か。
	□補助事業
者でない

	福島県中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業（令和元年台風１９号等）の採択・交付決定を受け、または申請中であり補助事業を実施する・した小規模事業者、中小企業者、中堅企業者か否か。
	□補助事業
　者である
□申請中
	□補助事業
者でない


	福島県中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業（令和元年台風１９号等）の補助事業での事業内容を記載した上で、今回の補助事業との違いを記載してください。

	






※全ての申請者【必須回答】（マージャン店・パチンコ店・ゲームセンター店等、性風俗関連特殊営業等に該当する場合は、申請できません。）
	補助対象事業として取り組むものが、マージャン店・パチンコ店・ゲームセンター店等、性風俗関連特殊営業等に該当するか否か
	□該当す
　る
	□該当し
ない



※法人のみ【必須回答】（みなし大企業に該当する場合は、申請できません。）
	みなし大企業（公募要領Ｐ.７）に該当するか否か
	□該当す
　る
	□該当し
ない



再建計画書(様式３)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（公募要領様式３・交付要綱別紙１）

	（フリガナ）
名称（商号または屋号）※1
	

	法人番号（13 桁）※2
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	自社ホームページのＵＲＬ
（ホームページが無い場合は「なし」と記載）
	

	
主たる業種 ※3
	【以下のいずれか一つを選択してください】
①（	）商業・サービス業（宿泊業・娯楽業を除く）
②（	）サービス業のうち宿泊業・娯楽業
③（	）製造業その他

	常時使用する
従業員数 ※4
	人
	＊常時使用する従業員がいなければ、「０人」と記載してください。

	資本金額
（個人事業者は記載不要）
	万円
	設立年月日（西暦）
※5
	年　　月　　日

	連絡担当者
	（フリガナ）
氏名
	
	役職
	

	
	住所
	（〒　　－　　）

	
	電話番号
	
	携帯電話番号
	

	
	FAX 番号
	
	E-mail アドレス
	


応募者名称※1：　　　　　　　　　　　　　
＜応募者の概要＞※採択時に「事業者名称」、「補助事業で行う事業名」等が一般公表されます。
※再建計画書の作成にあたっては商工会・商工会議所・中央会と相談し、助言等を得ながら進めることができます。
＜計画の内容（事業再建に向けた取り組み）＞
	
１．事業概要（自社の概要や市場動向、経営方針等を記載ください）



	２．被災の状況（被災の状況、自社を取り巻く環境を記載ください）



	３．今回の申請計画で取り組む内容
【事業名：30文字以内で記載】
【計画内容】(上記1.2．を踏まえて、事業再建の取り組みを記載ください)

	４．事業再建に向けた取り組みの中で、本補助金が経営上にもたらす効果





＜支出経費の明細等＞ 
	経費区分
	※①
	内容・必要理由
	経費内訳
(単価×個数・回数等)
	補助対象経費（単位：円）
（税抜）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	（１）補助対象経費合計
	

	（２）補助金交付申請額　（１）×補助率2/3以内（円未満切捨て）
	


●経費区分には、公募要領P.11以降を参照し「①機械装置等費」から「⑦防災対策費」までの各費目を記載してください。
●（2）補助金交付申請額の上限等については公募要領P.19を参照ください。
●補助対象経費については、消費税等は補助対象外のため、税抜の金額でご記入ください。
※①経費区分が「機械装置等費」の場合、「復旧」または「新設・増設」を記入してください。
＜補助対象経費の調達一覧＞　　　　　　　　　　　　＜「２．補助金」相当額の手当方法＞(※③)
	区分
	金額（円）
	資金調達先
	
	区分
	金額（円）
	資金調達先

	1.自己資金
	
	
	
	2-1.自己資金
	
	

	2.補助金額
（※①）
	
	
	
	2-2.金融機関からの借入金
	
	

	3.金融機関からの借入金
	
	
	
	2-3.その他
	
	

	4.その他
	
	
	
	
	
	

	5.合計額
（※②）
	
	
	
	


※①補助金額は、支出経費の明細等の(2)「補助金交付申請額」と一致させること。
※②合計額は、支出経費の明細等の(1)「補助対象経費合計」と一致させること。
　　補助上限が異なる補助対象経費を両方申請される際には、本様式を２枚作成頂くか、もしくは任意様式にて別途計算して頂き本様式に合計金額を記載頂くか、それぞれの補助金額が明確となるように作成をしてください。
※③補助事業が終了してからの精算となりますので、その間の資金の調達方法について記載ください。

【様式３作成の留意事項】
※１補助金事務局からの書類の送付や必要書類の提出依頼等の電話・メール連絡は、原則「連絡担当者」宛てに行います。補助金の申請内容や実績報告時の提出書類の内容について、責任をもって説明できる方を記載してください。電話番号または携帯電話番号は必ず記載をお願いします。FAX 番号・E-mail アドレスも極力記載してください。）
※２個人事業主は「なし」と明記してください。マイナンバー（個人番号（12桁））は記載しないでください。
※３主たる業種の区分を一つ選択してください。一つの会社や一人の個人事業主が複数の事業を行っている、被災の前後で事業内容が変わっているなど、業種の判断に迷った場合は、地域の商工会・商工会議所・中央会にご相談いただけます。
※４常時使用する従業員に含めるか否かの判断に迷った場合は、地域の商工会・商工会議所・中央会にご相談いただけます。
※５「設立年月日」は、創業後に組織変更（例：個人事業者から株式会社化、有限会社から株式会社化）された場合は、現在の組織体の設立年月日（例：個人事業者から株式会社化した場合は、株式会社の設立年月日）を記載してください。
＊個人事業者で、設立「日」が不明の場合は、「日」の部分は空欄のままで構いません（年月までは必ず記載）。
※各項目について記載内容が多い場合は、適宜、行数・ページ数を追加してください。



支援団体が記入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式４）【補助金事務局２次公募提出用】

記入日：　　年　　月　　日


支援団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　　印
支援担当者(確認者)所属

令和２年度福島県中小企業施設設備等復旧補助金支援計画書
　福島県中小企業施設設備等復旧補助金への応募を下記の者が行うに当たり、当該応募者が採択を受けた場合、以下の計画に基づき実行支援を行います。

記
１．支援対象小規模事業者、中小企業者、中堅企業者
　　　名　称：

２．支援内容
	（１）企業からの要望




	（２）支援目標





	（３）支援内容
　　補助事業期間中の支援






























（様式５）【補助金事務局２次公募提出用】

（公募要領様式５・交付要綱様式第１）
記入日：　　　年　　月　　日

福島県知事

郵便番号
住　　所
名　　称
代表者の役職・氏名　　　   　　　　印
　　　

　　令和２年度福島県中小企業施設設備等復旧補助金交付申請書
　福島県中小企業施設設備等復旧補助金交付要綱第７条第１項の規定に基づき、上記補助金の交付について、下記のとおり申請します。
（注）２のみ漏れなく御記入ください

記

１．補助事業の目的および内容
　　　（公募要領様式３・交付要綱別紙１）再建計画書のとおり

２．補助事業の開始日および完了予定日
　　　交付決定日～　　　　年　　月　　日

３．補助対象経費
　　　（公募要領様式３・交付要綱別紙１）再建計画書のとおり

４．補助金交付申請額
　　　（公募要領様式３・交付要綱別紙１）再建計画書のとおり













（公募要領別紙１－１）【補助金事務局２次公募提出用】


暴力団排除に関する誓約書

福島県知事　内堀　雅雄　様

私は、次の①の各号のいずれかに該当し、もしくは②の各号のいずれかに該当する行為をし、または①に基づく表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合には、貴県との福島県中小企業施設設備等復旧補助金の交付が拒絶されても異議を申しません。また、これにより損害が生じた場合でも、一切私の責任といたします。

　①貴県との取引に際し、現在、次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約いたします（１～５にあっては、暴力団員等でなくなった日から５年を経過しない者）。
　１．暴力団　２．暴力団員　３．暴力団準構成員　４．暴力団関係企業
　５．総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等
　６．次のいずれかに該当する関係にある者
　　イ　前各号に掲げる者が自己の事業又は自社の経営を支配していると認められること
　　ロ　前各号に掲げる者が自己の事業又は自社の経営に実質的に関与していると認められること
　　ハ　自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって
前各号に掲げる者を利用したと認められること
　　ニ　前各号に掲げる者に資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認められ
ること
　　ホ　その他前各号に掲げる者と役員又は経営に実質的に関与している者が、社会的に非難される
べき関係にあると認められること
②自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する行為を行わないことを確約いたします。
１．暴力的な要求行為　２．法的な責任を超えた不当な要求
３．取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為
４．風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて貴県の信用を棄損し、または貴県の業務を妨害
する行為
５．その他前各号に準ずる行為
③上記②１～５の行為があった場合は法的処置（民事、刑事）を講じられても構いません。
　④貴職において必要と判断した場合に、別紙「役員一覧」等により提出する当方の個人情報を警察に提供し、表明・確約事項を確認することについて同意します。

記入日　　　　　年　　月　　日

住所（または所在地）代表者印又は実印


社名及び代表者名又は
個人事業主の氏名 


（公募要領別紙１－２）
役員等名簿

※個人事業者の場合は，代表者のみを書いてください。
※法人の場合は，役員全員を書いてください。

	人数
	ｼﾒｲ（ｶﾅ）
	氏　名
	生年月日
	性別
	商号又は名称
※個人事業者は店名
※法人は法人名

	
	
	
	元号
(明治・大正・昭和・平成・令和）
	年
	月
	日
	男・女
	

	1
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	
	
	
	

	6
	
	
	
	
	
	
	
	

	7
	
	
	
	
	
	
	
	

	8
	
	
	
	
	
	
	
	

	9
	
	
	
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	
	
	
	





















（公募要領別紙２）
Excelファイルにてホームページに別途掲示します。

[image: ]






（公募要領別紙３）

福島県中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業
（令和元年台風１９号等）の対象とならない理由書



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　

　以下の理由により、グループ補助金の対象となりません。
	機械装置等の名称①


対象とならない理由




	機械装置等の名称②


対象とならない理由




	機械装置等の名称③


対象とならない理由




	機械装置等の名称④


対象とならない理由





※械装置等費で「復旧」事業に該当する場合に提出してください。
※対象の機械装置等が複数ある場合、それぞれ記入をお願いいたします。
※欄は、削除及び追加するなど、加工してお使いください。

	（写真貼付用紙）※機械装置等費が補助対象となる場合必須
	
	

	写真張付
（カラー写真）
	写真番号
	　

	
	設備名
	　

	
	撮影場所
	　

	
	撮影日
	

	
	画像から規模・機能・性能がわかるもの。


	写真張付
（カラー写真）
	写真番号
	　

	
	設備名
	　

	
	撮影場所
	　

	
	撮影日
	

	
	画像から規模・機能・性能がわかるもの。


	
	
	








[bookmark: _GoBack]Ⅳ．応募時提出資料


＜提出書類チェックシート（応募者・支援団体）＞
注：提出書類・提出部数に漏れがないかチェック(☑)を付して応募書類に添付し提出してください。
＜応募者名称：　　　　　　　　　　　　　　　＞
	
	事業者
	支援団体
	提　出　書　類　等
	必要部数
	備　考

	全　応　募　者　共　通
	□
	□
	①令和２年度福島県中小企業施設設備等復旧補助金に係る申請書（様式１）　　　　　　【必須】
	原本
１部
	

	
	□
	□
	②応募者確認事項（様式２）【必須】
	原本１部
	

	
	□
	□
	③再建計画書（様式３）　　【必須】
	原本１部
	

	
	□
	□
	④支援計画書（様式４）　　【必須】
	原本１部
	◇地域の支援団体が発行します。締切までに十分な余裕をもって、お早めにお越しください。

	
	□
	□
	⑤補助金交付申請書（様式５）　
　　　　　　　　　　　　【必須】
	原本１部
	◇審査の結果、採択となった者の申請書のみ正式受領します。

	
	□
	□
	⑥暴力団排除に関する誓約書
（公募要領別紙１－１）　【必須】
	原本１部
	

	
	□
	□
	⑦役員等名簿
（公募要領別紙１－２）　【必須】
	１部
	

	
	□
	□
	⑧令和元年台風第１９号・２０号・２１号の罹災（被災）証明書　　
　　　　　【必須】
	写し１部
	◇令和元年台風第１９号・２０号・２１号による被災を証する書類の写し


	
	□
	□
	⑨債権者登録申請書
（公募要領別紙２）　    【必須】
※県ホームページにも様式を記載します。
	原本１部
	◇入金口座の指定（＝債権者登録）は、補助金申請者の名義に限られます。


	
	□
	□
	⑩通帳の写し　　　　　　【必須】
　
	写し１部
	◇「⑨債権者登録申請書」に記載した金融機関の通帳で、口座名義人名がわかる欄のみで結構です。

	
	□
	□
	⑪見積書　　　　　　　　【必須】　

	写し
各１部
	◇１件あたり税抜き１００万円未満の場合は１事業者、１００万円以上の場合は２事業者以上の見積書が必要。なお、中古品の購入の場合は２事業者以上の見積もりが必要。
◇原則、見積項目で一式と記載されている場合は、その内訳書の提出が必要です。
（諸経費等の内訳がないものは除く。）

	
	□
	□
	⑫見積書不足理由書
【該当があれば必須】
	原本１部
	◇２事業社以上からの見積書の提出ができない場合、必須となります。

	
	□
	□
	⑬電子媒体（CD-R、USBメモリ等）
【必須】
※必要事項記載後の以下のデータを保存したもの（Ｗｏｒｄ形式）
①申請書（様式１）
②応募者の確認事項（様式２）
③再建計画書（様式３）
⑤交付申請書（様式５）
⑥暴力団排除に関する誓約書
（公募要領別紙１－１）　
⑦役員等名簿
（公募要領別紙１－２）
⑨債権者登録申請書
（公募要領別紙２）
⑮組合員名簿
	１つ
	◇電子データは押印前のもので構いません。
◇電子データは、様式１、様式２、様式３、様式５、公募要領別紙１-１、１‐２、
　組合の場合は組合員名簿を分割せず１つのファイル（Ｗｏｒｄ形式）として保存し、例えば「（株）○○の様式.doc（.docx）」
　の様に名前を付けて保存してください。
◇電子媒体に保存いただいたデータをもとに、採択審査を行います（電子媒体の送付がない場合は、採択審査ができません）

	
	□
	□
	⑭納税証明書　　　　　　【必須】
	写し１部
	◇各県税事務所で取得。申請書提出日から  ３か月以内の日付のもの(納税状況の確認)

	組合　の　場合
	□
	□
	⑮組合員名簿
	原本１部
	◇事業所名、従業員数、業種番号、業種名、資本金、代表者名、住所を記載した名簿を提出（様式は任意）

	法人の　場合
	□
	□
	⑯貸借対照表及び損益計算書
（直近１期分）　　　　　　【必須】
	写し１部
	◇損益計算書がない場合は、確定申告書及び別表４（所得の簡易計算）を提出してください。
◇決算期を一度も迎えていない場合は不要です。

	
	□
	□
	⑰現在事項全部証明書または
履歴事項全部証明書 　　【必須】
	原本又は写し
１部
	◇申請書の提出日から３か月以内の日付のものに限ります。
◇インターネット上で閲覧できるサービスを利用して取得できる登記情報でもかまいません。

	個人事業主　の　場合
	□
	□
	⑱直近の確定申告書
【第一表、第二表、収支内訳書（１・２面）または所得税青色申告決算書（１～４面）】または開業届
【必須】
※収支内訳書がない場合は貸借対照表及び損益計算
（直近１期分）を作成し提出
	写し１部
	◇決算期を一度も迎えていない場合のみ、申請時の段階で開業していることがわかる税務署の収受印のある開業届を提出してください。
◇開業してから決算期を１回以上迎えている場合には、所得額に関わらず確定申告書を提出してください。（開業をして１年以内の場合は、税務署の収受印のある開業届を提出してください。）

	
	□
	□
	⑲住民票　　　　　     　【必須】
	原本又は写し１部
	◇申請書の提出日から３か月以内
の日付のものに限ります。

	補助対象経費が 機械装置等費の 場合
	□
	□
	⑳固定（償却）資産台帳または
固定資産課税台帳のどちらか
【必須】
	写し
１部
	◇災害前に当該設備を有していたことがわかる固定資産台帳など、客観的な証明が必要。

	
	□
	□
	㉑写真（カラー写真）
（写真貼付用紙に添付）
【必須】
	写し
１部
	◇災害前に当該設備を有していたことがわかる写真など。
◇提出ができない場合は事務局にお問い合わせください。

	
	□
	□
	㉒福島県中小企業等グループ施設
等復旧整備補助事業（令和元年台風１９号等）の対象とならない理由書
（公募要領別紙３）
※械装置等費で「復旧」事業に該当する場合に提出
【該当があれば必須】
	写し
１部
	◇グループ補助金の対象外となることの理由を記載してください。

	福島県中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業（令和元年台風１９号等）の公募で採択を受け、補助事業を実施した事業者の場合

	
	□
	□
	㉓「福島県中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業（令和元年台風１９号等）交付申請書」と「補助事業計画書」の写し
【該当があれば必須】
	写し１部
	◇審査にあたっては福島県中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業の内容と、今回申請する補助事業計画の内容を比較、確認します。

	保険・共済による給付金又は保険金がある場合

	
	□
	□
	㉔受領する保険・共済による給付金又は保険の内訳がわかる書類。
【該当があれば必須】
	写し１部
	



※用紙サイズはＡ４で統一し、片面印刷（ホチキス止めは不可）してください。
※提出書類等の作成・送付に係る費用は補助対象外であり、応募者の方に御負担いただきます。申請書類等の返却はしません。
※必須提出書類の提出がない場合、要件に該当しない場合は失格とします。
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image1.emf
※記入上の注意

　・申請者は、緑色の欄（太枠の中）のみ記入してください。

　・本申請書を受理した執行機関は、黄色の欄（債権者コード、執行機関名、電話番号（内線）、処理区分）を追記してください。

－

福　島　県　知　事

上記のとおり申請します。

年 月 日

電話番号

（内線）



処　　理 債　権　者　コ　ー　ド

福　島　県　財　務

Ｃ＃

区　　分

4



フ リ ガ ナ

氏　名　１

フ リ ガ ナ

氏　名　２



2



　注：個人名又は法人名を記入してください

　注：法人の場合は、代表者名を記入してください（役職名と氏名の間、氏名の姓と名の間は１文字あけてください）



Ｃ＃

1

執行機関 会社区分



方　　　書



住　所　コ　ー　ド 郵　便　番　号



　注：番地を記入してください（県外の場合は大字以下の住所を記入願います）

フ リ ガ ナ

住　　　所

　注：都道府県・区市町村・大字・通称名・町・字・丁目（県外の場合は区市町村まで）を記入してください



電話番号



　注：ビル名、アパート名等を記入してください

フ リ ガ ナ



　注：市外局番から記入してください



フ リ ガ ナ

番　　　地



都道

府県



Ｃ＃

3



金　融　機　関　名 店　　　舗　　　名 金融機関コード



1.口座振替　2.隔地払（支店）　3.隔地払（他店）　4.隔地払（郵便局）　5.支払証

　支払方法（1～5のいずれかを１つ記入してください）

口　座　番　号



　預金種別（1、2、9のいずれかを１つ記入してください）



1.普通預金　2.当座預金　3.別段・別口

口　　　座　　　名　　　義　　　人　　　（　　　カ　　　ナ　　　）

金融機関コード



前払金預託口座番号



1.普通預金　2.当座預金　3.別段・別口

公共工事の前払金預託金融機関名・店舗名（保証事業会社に登録した口座）

関　　　連　　　債　　　権　　　者 関連債権者コード

　公共工事の前払金預託口座の種別（通常は1になります）

備　　　考



処　理　区　分

1 新規登録

2 変　　更

0 1



執行機関名



債 権 者 登 録 （ 変 更 ） 申 請 書



令和



店　舗　名

金融機関名

確　認　日

氏名



印

※金融機関へのお願いについて

　金融機関は、左記の金融機関名、店舗名、金融

機関コード、預金種別、口座番号、口座名義人

（カナ）について裏面記載例のとおり確認及び記

入の上、下記確認欄に確認印を押印願います。



確認者印



金　融　機　関　確　認　欄


